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第 1章 生活保護法制定時の外国人保護 ―1950年を中心に― 
 第 1章では、生活保護法制定時（1950年）の厚生省の外国人保護の対応、厚生省がその
対応を取るに至った理由や背景について検討した。 
















て、それは、1951 年から 1965 年にかけて行われた日韓会談によって議論されることにな
った。 
 
第 2章 日韓会談と外国人保護 ―1950年代～1960年代を中心に― 
 第 2 章では、外国人保護の在り方が検討された日韓会談における外国人保護の議論をた
どり、厚生省は外国人保護について如何なる見解を示し、如何なる対応を模索していたのか
を明らかにした。 
 日韓会談は 1951 年 10 月の予備会談から 1965 年 6 月の第 7 次会談まで行われた。第一




させようとした。その後、1954 年 5 月に 54 年通知が発出され、外国人保護の単行法を制
定するまでの間は過渡的に準用措置を行うことが示された。その後の第四次日韓会談では、


















第 3章 国際人権規範・1990年口頭指示と外国人保護―1970年代後半以降を中心に― 
 第 3章では、1970年代後半以降の厚生省の外国人保護の対応、厚生省がその対応を行う
に至った背景や理由について検討した。 











 その後、1990 年 10 月に 90 年口頭指示が発出され、また、1994 年 8 月のゴドウィン訴
訟において保護課長発言が行われた。そこで厚生省は、準用措置対象者は在日朝鮮人や入管
法別表第 2 の外国人であり、別表第 1 の外国人や非正規滞在者は対象外である。その理由
は、54 年通知に基づく準用措置の対象であるか否かは生活保護法の原理原則に基づいて判
断されるべきであり、具体的には、①自立助長が可能か否か、②稼働能力の活用が可能か否










第 4章 通知に基づく準用措置による保護の限界 
                   ―2000年地方自治法改正による影響の検討― 
 第 4 章では、2000 年の旧地方自治法改正を契機に 54 年通知に基づく準用措置を行うか
否かの判断が自治体任せとなり、それを排外主義運動が取り上げ、自治体が 54年通知に基
づく準用措置を行う法的根拠を問う住民監査請求や裁判を起こし準用措置の廃止を要求し、









































第 93 回市民と政府の土曜協議会配布（1992 年 6 月 26 日），1990 年口頭指示文字起こし
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